
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title
コミュニティにおけるアクションリサーチの体系化と

課題

Author(s) 長島, 洋介

Citation 年次学術大会講演要旨集, 30: 98-102

Issue Date 2015-10-10

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/13235

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般講演要旨



― 98―

１Ｄ０３ 

コミュニティにおけるアクションリサーチの体系化と課題 

 

 
○ 長島 洋介（科学技術振興機構 社会技術研究開発センター） 

 

 

 
1．背景 

 Porter & Kramer (2011) は Creating Social 

Value(CSV) という考えを提唱した。CSV は、社会

課題の解決に伴い、創造されるものであり、社会

的価値、経済的価値に加え、学術的価値にも拡張

できる(CRDS, 2014)。このような考えの背景には、

個々の目標を超えた社会課題への意識が高まっ

てきているためと言えよう。このように社会課題

の本質的な解決を目指す場合、技術のイノベーシ

ョンに留まらず、価値の創出を伴ったソーシャル

イノベーションが求められているとも言える。こ

うした中で学術コミュニティは、自然科学と人

文・社会科学の連携や、立場の違いを超えた関与

によって、社会的課題の解決への貢献を求められ

るようになってきている。 

国立行政法人科学技術振興機構 社会技術研究

開発センターでは、社会の問題・課題の解決を目

指した社会技術の研究開発の推進、および開発し

た技術を地域に根付かせる実装活動の支援に取

り組んでいる。その中で平成 22 年度に立ち上が

った「コミュニティで創る新しい高齢社会のデザ

イン」研究開発領域（以下、高齢社会領域と呼ぶ）

では、高齢化によって直面する課題を取り上げ、

「アクティブシニアの活躍の場の創出」と「住み

慣れた地域で日常生活継続が可能となる環境整

備」の 2つの視点を軸に、課題解決を目指した 15

プロジェクト活動を推進マネジメントしてきた

（平成 27 年度終了, 図 1）。 

社会課題には様々なレイヤーが想定され得る

が、高齢社会領域が対象としてきた主な活動コミ

ュニティは市区町村行政以下の比較的狭い地域

である。そのため、以下、コミュニティは市区町

村以下の地域単位を指す。 

上位の抽象的な課題は類似の課題に集約する

ことは可能であろうが、コミュニティに入り込む

と取り巻く条件・環境が大きく異なる。例えば、

「アクティブシニアの活躍の場の創出」としても、

コミュニティに目を向けると、社会参加としてボ

ランティアのような社会貢献活動と就労活動が

想定可能で、さらに就労も地域によって農業、漁

業、林業、工業、サービス業のいずれが主要なも

のかで、特徴が分かれる。また、「住み慣れた地

域で日常生活継続が可能となる環境整備」におい

ても、厚生労働省が進める地域包括ケアシステム

構築として同様の課題がある。そこでは、社会資

源や人口構成、価値観等が異なる我が町らしい地

域包括ケアが求められている。 

このような課題解決に向けて現実のコミュニ

ティをベースとして方策を開発するためには、有

効性・継続性・地域性の観点から、研究者がトッ

プダウンに展開するのではなく、地域の行政・企

業・住民との協働による広義の職際的な（trans 

-disciplinary）な取り組みが必要となる。この

ような多彩なステークホルダーの意見を汲み取

り、ある種の合意形成に基づく研究開発手法が求

められる。 

そこで、高齢社会領域では、現実的な課題解決

を目指す研究手法としてアクションリサーチを

取り上げ、そのコミュニティへの適応可能性の検

討を進めてきた。アクションリサーチとは、研究

者が実践者の一人となり、現場に寄り添いながら

活動を進めるスタイルのものであり、課題解決に

関連した価値観が伴うものと考えられる。そのた

め、実践活動としては十分か成果が認められるが、

その一方で、その特徴ゆえに科学性に疑問が呈さ

れることもあり、十分に体系化されているとは言

い難い状況である。さらに、教育現場・看護現場

のようにある程度対象となる集団が限られてい

るケースと異なり、コミュニティでは多彩な特色

を持ったステークホルダーが存在する。積極的な

協力者から消極的な協力者まで、無関心層から積

極的な反対者まで散在するコミュニティで、如何

にアクションリサーチを展開するべきか、整理が

必要であった。 

これらコミュニティにおけるアクションリサ

ーチ（以下、C-AR）の科学的な体系化を目指して、

アクションリサーチ委員会を立ち上げ、3 年間に

渡って議論してきた(秋山, 2015)。本委員会での

議論を基盤にして、コミュニティにて展開される

アクションリサーチの満たすべき要素、および研

究開発プロセスを示し、同時に C-AR の体系化に

おける課題について、議論を展開する。 
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図 1.コミュニティで創る新しいコミュニティのデザインの全体像 

 

2．C-AR が満たすべき 3つの要素 

 C-AR が手法として満たすべき要素として、「社

会課題の解決」、「参加」、「協働」の 3つを取り上

げることにした。 

第一に、C-AR は「社会課題の解決」を第一に目

指さなければならないと考える。C-AR ではコミュ

ニティに入り込んで、コミュニティ課題志向で活

動を進めることになる。そこでは、研究開発全体

に目指すべき価値が底流に流れているべきであ

る。そのため、研究者も含め、研究開発に関わる

ステークホルダー其々に考えがある中で、地域課

題の解決という大枠が優先される。 

 第二に、C-AR は参加するものである。海外の文

献では Community-Based Participatory Action 

Research と表現されるように、研究者も含めて、

研究開発に関わる主要な者はコミュニティでの

活動に直接、ある程度の深みをもって参加するこ

とが求められる。もちろん、研究開発開始時点で

は、アウトサイダーとして外部から入り込む場合

もあるだろうが、研究開発の進行によって関与度

が高まる。 

 第三に、参加している各自ステークホルダーは、

対等な関係のもと、協働する。もちろん、知識や

経験に偏りはあろうが、専門知識に長ける人物、

コミュニティの知識に長ける人物、多くのコミュ

ニティの関係者と強いパイプを有する人物など、

各々の特徴によって異なる役割が存在する。これ

ら強みを持ち寄りながら、地域課題解決に向けて、

相互を尊重しながら協働を進めていくことが求

められる。研究者の視点から、従来の対象と課題

を設定して、一方向的に押し付けにならないよう、

意識と責任を持たなければならない。 

これらの3つの要素が満たされることで双方向

的な（bi-directional）な取り組みの実現に繋が

り、コミュニティのステークホルダーと共有する

価値をベースとした課題解決に向けて有効な方

策の共創につながるものと考える。これは自助・

互助・共助・公助の連なりによる活動の広がりに

もつながる部分である( 図 2)。 

 

 
図 2．自助・互助・共助・公助による広がり 

 

3．C-AR で想定する研究開発プロセス 

C-ARが上記の3つの要素を満たしていたとして、

実際にどのような過程で展開されるべきか。複数

のプロセス図が描かれてきているが(例えば、

Lewin, 1948; Stringer, 2014 など)、4段階のス

パイラルなプロセスと、プロセスに付随する波及

要件の抽出(次節)という5つのポイントから整理

することになった。ただし、ここで示すプロセス

は 4つの段階を有するが、決して一方向的なもの

ではない。絶えず見直され、双方向的な展開を示

す可能性があることは重要で、かつ留意されるべ
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きポイントとなる。この点は、従来の実証研究と

大きく異なる点である。以上の 5 つの観点から

C-AR の研究開発全体像をまとめている(図 3)。 

まず、4 つのプロセスに関して、第 1 のステッ

プとして、「特定コミュニティで解決を要する課

題の発見と分析（ステップ①）」である。まずは、

そのコミュニティに存在する課題を具体的に把

握する必要がある。課題の特定には、アンケート

調査などによる統計分析の活用の他にも、主要な

関係者などへのヒアリング調査や事例検討法な

どの質的な検討も重要な活動となる。コミュニテ

ィの文献調査も効果的な場合があろう。これら課

題発見を目指す上で、可能な限り産学官民による

コアメンバーでの組織づくりが進んでいると、有

効なものとなる。また研究者としては、自らの課

題意識もあるため、対象コミュニティを適切に選

定するか、または地域課題と自らの課題意識の接

点を見出し、コミュニティに見合った形に整理す

る必要が出てくるだろう。 

第 2のステップは、見えてきた地域課題に応じ

た「解決のための方策の計画と体制づくり（ステ

ップ②）」となる。ここでは、仮説段階の方策と、

それを試行・実現するための計画、および体制づ

くりが循環型で展開されるものと予測される。前

述通り一方向的に進まずに、検討が繰り返される

可能性があるためである。例えば、ここで一度立

てた計画のために体制を構築したとして、新たな

ステークホルダーの指摘によって、その有効性や

実現可能性の問題から計画の見直しが行われる

こともあろう。また、この時点で取り組み全体を

振り返るために、評価のための計画も盛り込むこ

とは重要である。 

試行錯誤の中で計画・体制が整備されれば、続

いて第 3 のステップとして、「計画に即した解決

策の実行（ステップ③）」に移る。実践となるが、

ここでも大小問わず、見直しが繰り返される。簡

単な修正で対応が可能であれば、その場での修正

も可能だろう。または、実戦を進めると同時に、

フローを変更する「走りながら」の計画を当初か

ら立てることも可能である。ただし、問題が大き

すぎる場合には、ステップ②に戻って計画・体制

の修正を余儀なくされることもあり得る。 

そして、第 4のステップは「解決策実行の「過

程」と「結果」の評価（ステップ④）」である。

この評価の視点の第一の目的は、対象地域での活

動を発展させることにあろう。しかし、他地域へ

と活動の展開を計る上でも欠かせない要件とな

るであろう。 

「結果」の評価に関しては、アンケート、イン

タビュー、フォーカスグループインタビューなど

を通して、想定していた社会課題解決に関する直

接的な評価、および望ましい方向へのコミュニテ

ィの変化を、定量的・定性的に捉えることが求め

られる。そのためにも、可能な限り、対象地域の

設定、または事前事後比較等の工夫が求められよ

う。 

同時に、C-AR では「過程」の評価が従事される。

これは後述するように、研究開発活動全体の正当

性等の評価になると同時に、さらには他地域へと

展開する上で重要な情報の整理につながる。つま

り、研究開発活動全体を伝達することは、実戦と

しても、研究開発としても重要なことなのだと考

える。 

以上のようなステップ①からステップ④まで

を一連の流れとしながら、絶えず状況をモニタリ

ングし、柔軟な対応を求められるものである。各

ステップ内部でも、プロセス全体でも絶えず行き

つ戻りつを繰り返しながら活動と修正が積み重

なり、スパイラルに目指すべき価値に近づいてい

くものと考える。 

 

4．C-AR を通して抽出される波及要件 

前節では C-AR の 4つのプロセスを概説したが、

次にそれら C-AR プロセスを通して目指される最

後のポイントとして「研究成果の他のコミュニテ

ィへの応用・波及のための条件の設定」を取り上

げる。 

もともとアクションリサーチは質的な研究手

法として、教育現場・労働現場・看護現場・コミ

ュニティ開発などの分野で発展してきた。やはり、

C-AR 全体では、研究者の参加、適切な調査実施の

難しさ、サンプル数確保手法の問題など、その性

質上、どうしても実証的な成果の一般化に関して

は大きな制限がかかる。加えて、対象地域の課題

解決を本質とする故、そのコミュニティでの有効

性確保がより優先されるべきである。 

一方で、近年は質的研究法にも関心が集まって

おり、評価の基準も確立しつつある。Lincoln & 

Guba(1985)は trustworthiness(信用性)として、

Credibility・Dependability・Confirmability・

Transferabilityの4つの基準を取り上げている。

ここでは Transferability（転用／波及可能性）

に着目し、C-AR の全体像の中に位置づけた。杉万

(2006)はインターローカリティとして、抽象化の

作業から導かれた概念による実践の進展に言及

しており、親近性が見られる。加えて、ここでの

波及性はより広く、実践の観点から経験やノウハ

ウの共有、伝達も重要な意義を持つものと捉えて

いる。 

C-AR を通して開発された社会技術（ツール・シ

ステム・ノウハウ）を、他地域へと展開するため

に必要となる要件を「波及要件」とする。ただし、
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波及要件は、成果のみならず、プロセス其々から

導き出されると考えている。アクションリサーチ

委員会での議論では、従来のプロジェクト型の研

究開発と比較して、特に問題・失敗を含めたプロ

セスの提示に重点を置くことの重要性を提起し

た。そのために、地域特性という全体の前提、お

よび成果に至るまでのプロセス（「過程」）の内容

が重要な情報となる。そこでは、成功した事例の

みならず、失敗した事例や、それを如何に乗り切

ったのかという詳細な情報が求められる。 

例えば、高齢社会領域の中の事例で言えば、高

齢者の生きがいの創出と地域活性化を狙った生

きがい就労事業や、地域の畑と営農農家の状況を

把握する集落点検法に関しては、他地域でも実行

できるようポイントをまとめたマニュアルを作

成し、公開している。また、都市近郊地域と中山

間地域という異なる 2地域で虚弱（フレイル）予

防を展開したプロジェクトでは、地域の特徴に応

じた異なる社会システムのプロトタイプをまと

め、比較している。 

(詳しくは、以下にて公開されている。 

http://www.ristex.jp/examin/korei/program.h

tml) 

このように、成果を波及させる視点を欠かせな

い側面として取り上げている。つまり、C-AR によ

って生み出された成果・情報がひとつのコミュニ

ティに留まることなく、社会に発信されることで

学術的意義・社会的意義を増大させるものと考え

る。これは、研究開発の在り方に関する価値感の

提起とも言えるだろう。 

 

 

 

 
図 3.コミュニティにおけるアクションリサーチの研究開発プロセスの全体イメージ 

 

 

5．C-AR の体系化における大きな課題 

 以上、C-AR の研究開発手法としての体系化を目

指して、論を展開してきた。ここで、3 つの重要

な基本要件と、C-AR プロセスと波及要件の設定へ

と整理してきたが、十分に提示できない大きな課

題がいくつか残されている。 

 第一に最大の課題として、研究手法である C-AR

としての新たな評価基準を構築する必要性が挙

げられる。C-AR は先に取り上げた実証研究や質的

研究法と対となるものではなく、両者の手法・ス

タンスを積極的に取り入れ、組み立てる必要があ

るものと捉えている。そこでは、取り入れた手法

ごとに議論がなされている妥当性・信頼性、

trustworthiness などを十分に検討することはも

ちろんながら、C-AR 独自の評価基準を検討する必

要があるものと考える。 

第二に、評価基準とも関連して、評価デザイン

のあり方は重要となるものと言える。妥当性と評

価デザインについては別稿にて更なる検討を試

みたい。 

第三に、実践に研究の視点を取り入れる意義の

理論的な考察が更に必要となると考える。研究の

視点を取り入れることは、活動の戦略的な見直

し・評価スキームの検討や、マルチステークホル

ダーを束ねるマネジメント・ファシリテートの意

識の向上、他のコミュニティへの波及要件の科学

的な抽出など、複数考えられるが、それらの理論

的な考察は不十分であると考える。従来の事例検
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討から、課題の抽出と発展、更なる波及・展開

を戦略的に実施する上での計画デザインのあり

方にもつながるものと言える。関連して、研究者

が参加する場合、先端的な知見の取り入れを可能

にするのみならず、その役割・意義を明確に示す

ことが求められよう。 

 他にも実践・現場への成果の還元のあり方など、

検討すべき課題は数多いが、研究開発成果、コミ

ュニティでの活動の成果を広く活用できるよう

にするためには、アクションリサーチを活用した

研究開発活動・実装活動のあり方の理論的、かつ

実践的な体系化を進めていく必要があるものと

考える。 
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